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国際協力シンポジウム：アジアにおける社会開発の現状と国際協力 

～世界経済危機下での貧困と雇用問題への取組～ 

結果概要 

 

平成２１年１０月９日（金）１５：００開会、１７：５５閉会 

於：三田共用会議所講堂 

 

１ 開催趣旨 

 厚生労働省は、１９７４年以来３５年にわたり実施しているＩＬＯ/日本マル

チバイプログラムを始め、ＪＩＣＡ技術協力等様々な団体・プログラムにより、

社会開発分野の国際協力事業を行っている。世界経済危機の下、アジア・太平

洋地域における貧困や雇用問題に対応し、ディーセント・ワーク（働きがいの

ある人間らしい仕事）を実現するため、国際協力の重要性はますます高まって

いる。厚生労働省では、これら社会開発の国際協力の現状を概観し、現下及び

将来の課題に対応するための協力のあるべき姿について検討を加えるため、シ

ンポジウムを開催することとした。 

 

２ 開催状況 

 （１） 参加者数 約８０名（事務局除く） 

   

 （２） 概要 

   受付開始より開会まで１時間においては、講堂後方にＩＬＯ/日本マル

チ・バイ事業に関するパネルを展示し、参加者に観覧していただいた。 

 

   開会の挨拶については、厚生労働大臣を代理して村木太郎総括審議官（国

際担当）より行った。 

   基調講演では、山本幸子ＩＬＯアジア・太平洋地域総局長より「公正な

グローバル化と社会正義のための持続的な回復」というテーマで、①世界全

体の弱体化している労働市場の現状を背景に、Ｇ２０や国連内においても雇

用が重要なテーマとなってきていること、②２００８年にＩＬＯ総会におい

て採択した「公正なグローバル化のための社会正義に関する宣言」について、

③日本が拠出してＩＬＯが実施している ILO-Japan Programme について、講

演いただき、ディーセント・ワークの重要性を強調された。 

 



   シンポジウムにおいては、まず座長である村木総括審議官（国際担当）

より、日本政府がＯＤＡを推進すべき理由として、①経済のグローバル化に

より、各国の経済情勢が互いに影響し合う状況にあることから協働発展の必

要であること、②日本企業が海外進出する際に現地で成功するための労働環

境整備が必要であること、を挙げ、厚生労働省の取り組みについて説明した。 

   続いて、（財）国際労働財団（ＪＩＬＡＦ）の鈴木宏二現地支援グループ

リーダーより、日本は中間所得層の厚いことが高度経済成長期の経済発展を

支えたが、現在の途上国においては、最下層に張り付いていることが問題で

あると提起をした上で、ＰＯＳＩＴＩＶＥプログラム等ＪＩＬＡＦの実施し

ているプロジェクトを紹介いただいた。 

   （財）海外職業訓練協会（ＯＶＴＡ）の中野頼明国際協力アドバイザー

からは、職業訓練分野の国際協力に関して、技能習得レベル別の人口構成な

どから対象者の選定方法の説明、これまでの現場経験談を紹介いただくとと

もに、ＡＳＥＡＮ域内の各機関がネットワーク構築することで、点から線へ、

線から面へ、と人的資源開発を広げることが効果的であることなどを提言い

ただいた。 

   元ＪＩＣＡ専門家・ＩＬＯアジア・太平洋地域総局のチーフ・テクニカ

ル・アドバイザーである福澤義行職業能力開発局外国人研修推進室長からは、

過去に携わったＪＩＣＡやＩＬＯのプロジェクトについて紹介いただくと

ともに、ＪＩＣＡ、ＩＬＯ双方の特長を述べ、双方が独立してプロジェクト

を実施するのではなく、連携して実施することで、より効果的になることを

提言いただいた。 

   各パネリストのプレゼンテーションの後に、指定発言者として（財）日

本経団連国際協力センター「アジア諸国人事労務管理者育成事業」研修受講

生としてタイより来日中のパニダ・カラチェディーさんより、研修の内容を

紹介するとともに、タイのキャリア・アップの考え方と研修で理解した日本

の経営のあり方の違いの紹介、研修で得た経験をどのように活かしたいかと

いうこと、このような経験の場を与えてくれた日本に感謝していること等に

ついて、ご発言いただいた。 

   最後に、ＩＬＯ駐日事務所長谷川真一代表より、今後社会開発分野の国

際協力が一層重要になるだろうことなどを挨拶としていただき、シンポジウ

ムは閉会した。 

 

以上 

 


